
暖房費を抑えたい！ 暖かい家にしたい！ 環境にいい家にしたい！ 

だけど誰に相談していいか分からない・・・そんな方にお知らせです！！ 

「住まいの温暖化対策やまがた協議会」が相談に応じます。 

エコ住宅（省エネ住宅）のポイントは断熱性能です。 

家の新築をお考えの方は、これから先のことを考えればエコ住宅を。 

まだまだ今の家に住み続けたいという方も、寒い冬はなんとかしたいという方は多い 

のではないでしょうか。今お住まいの住宅も、エコリフォーム（断熱リフォーム）で 

冬あたたかい住宅にできます。 

そんなエコ住宅に住むと・・・ 

１、光熱費が節約できる 

２、冬暖かい快適な家になる 

３、ＣＯ 2 の排出が少ない地球にやさしい家になる 

と、たくさんのメリットがあります。 

住まいの温暖化対策やまがた協議会 構成団体 

東北芸術工科大学、山形県立産業技術短期大学校、(社)山形県建築士会、(社)山形県建築士事務所協会、(有)山形県建築協会、 

NPO 新住協、村山地域地球温暖化対策協議会、もがみ地球温暖化対策協議会、(株)山形テレビ、(株)アイン企画、 

NPO 法人いいでいい住まいづくり研究所、山形県（環境企画課、建築住宅課）、山形県地球温暖化防止活動推進センター 

省エネ住宅・省エネリフォームについて相談 

したいことがある方は、ぜひ、ご利用下さい。 

相談受付は、次の方法があります。 

１、電話・FAX・メール相談の受付 

２、専門家による無料相談会の開催 

詳しくは、裏面をご覧下さい。 

環境省 「平成 20 年度 エコ住宅普及促進事業（地域協議会事業） 」 対象事業 

「住まいの温暖化対策やまがた協議会」は「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、山形県における住宅の温暖化対策 

に関する普及・啓発や情報の収集・発信するため、産官学の共同により平成 20 年 7 月に設立、環境省に登録された協議会です。



エコ住宅(省エネ住宅)やエコリフォームの相談申し込み方法 

＜電話・FAX・メール相談の受付＞ 

○受付期間 平成 20 年 12 月～平成 21 年 2 月 

（電話での受付は、平日 9:00～16:00。FAX、メールでの受付は平日随時。 ） 

○連 絡 先 住まいの温暖化対策やまがた協議会 事務局 

山形県地球温暖化防止活動推進センター（特定非営利活動法人環境ネットやまがた） 

電 話：０２３－６７９－３３４０ ＦＡＸ：０２３－６７９－３３８９ 

E-mail： eco-house@eny.jp 

○費 用 無料 

＊ 電話・FAX・メール、いずれかの方法で、「相談者のお名前、連絡先、相談内容」をお伝えく 

ださい。 

＊ 折り返し、 こちらからご返答を差し上げます。 返答までにお時間をいただく場合があります。 

＜専門家による無料相談会の開催＞ 

○期間 １２月～２月の間で、月１回開催。日程・場所は、以下のとおりです。 

１２月 ９日（火）山形市市民活動支援センター高度情報会議室（霞城セントラル 23 階） 

１月１４日（水）すまい情報センター（霞城セントラル 22 階） 

２月１０日（火）山形市市民活動支援センター高度情報会議室（霞城セントラル 23 階） 

＊時間は、いずれも１３:３０～１６:００。 

○申込方法 原則として相談１週間前までに、事務局まで申し込みください。（連絡先は、下にあります） 

申し込みの際に、「お名前、連絡先、住所、相談内容」をお聞きします。 

○流 れ １、申し込み 

２、事務局より、相談内容や住宅に関する情報をご記入いただく「調査票」をお送りします。 

３、調査票の記入（調査票は、相談当日にご持参ください。 ） 

４、相談会でのアドバイス 

なお、相談会に参加された方で、希望者には、訪問しての住宅の省エネ診断も行います。 

（先着５名様まで） 

○費 用 無料（ただし、駐車券の発行はできませんので、あらかじめご了承下さい） 

○その他 開催日や場所については、変更になる場合があります。事務局にお問合せください。 

お問合せは、 「住まいの温暖化対策やまがた協議会（事務局：山形県地球温暖化防止活動推進センター）」まで。 

電話：０２３－６７９－３３４０ ＦＡＸ：０２３－６７９－３３８９ 

E-mail： eco-house@eny.jp URL： http://eny.jp/ 

山形の省エネ住宅に関する情報は、ホームページにも掲載しています！ 

http://eny.jp/ecohouse/ 

「特定非営利活動法人 環境ネットやまがた」は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、山形県知事 
から、「山形県地球温暖化防止活動推進センター」に指定されております。（平成 16 年４月１日）


